イギリスの教育改革における学力向上政策と地方教育行政による改革実践 : ハックニー改革を率いたアラン・ウッド講演をもとに by 広瀬 裕子











演記録2 を基にしたものである。講演は、労働党政権下 2000 年代から 2010 年の保守党連立政








る全権限は、2002 年に民間組織ハックニー・ラーニング・トラスト（The Hackney Learning 
Trust）に 10 年契約で奪取された。民間組織による行政業務の全権奪取は、ハックニー区の教
育改革に万策尽きたところで遂行された中央政府主導による前代未聞のプロジェクトでもある。
ラーニング・トラスト（The Learning Trust: TLT）を CE として率いたのがウッドである。
TLT による 10 年間の改革でハックニー区の教育は劇的に改善し、子どもたちの学力も向上す
ることになる。民間組織としての TLT は、契約が終了した 2012 年に閉鎖されたものの、その
卓越した教育経営ノウハウを保持するためにそのままの組織が地方当局内部の一部門に位置づ
け直されて、引き続き同様に教育業務を担って今日に至っている3。 
                                                            
1 本稿ではイングランド。 
2 2015 年 9 月 7 日。於：国立教育政策研究所。 
3 ハックニー区の TLTによる教育改革については以下を参照。広瀬裕子「教育ガバナンス改革の有事形態：
ロンドン・ハックニー区に見られた私企業によるテイク・オーバー（乗っ取り）型教育改革」『教育ガバナ
ンスの形態』日本教育政策学会年報第 21 号、2014。広瀬裕子「政治主導改革の可能性: イギリスにおける
「学校教育の水準と枠組みに関する 1998 年法」導入を題材に」『日本教育行政学会年報 41 号』、2015。Alan 




























                                                                                                                                                           
Boyle and Salli Humphreys, A REVOLUTION IN A DECADE. ten out of ten, Leannta Publishing, 2012. The 
Learning Trust, 10 YEARS TRANSFORMING EDUCATION IN HACKNEY, Leannta Publishing, July 2012. 
 また、この講演企画は、2015 年 9 月に A. Wood を招聘して行った一連の企画の一部であり、ハックニー区
の改革の実際の詳細については他の企画記録において扱われている。Alan Wood  ‘The Learning Trust: A 
Model for School Improvement’（未刊行）、‘Return from Collapse: How The Learning Trust Succeeded in 
Improving Education in Hackney’（日英教育学会紀要 21 所収予定）、‘Learning from Successful Education 
Improvement in the London Borough of Hackney’（日英教育学会紀要 21 所収予定）。 
－ 3 － 
LA の強い介入が行われる。ただ、強力な介入をしなければならなかったケースは、TLT の 10
年の改革契約期間の前半に集中し、各学校の自律性が確認された 2008 年以降は学校の自律的
運営を主にすることが可能になっている。 
 第 2 は、教員の資質向上策である。国レベルで成功している政策として「ティーチ・ファー
スト」プログラム、および学校教員養成・研修機構（TDA）による対応策が紹介されている。
TDA は、2012 年に改組され、現在は Teaching Agency（TA）となっている。これらの策は、
教員の研修方法と待遇を思い切って改善することで、威信の低い職業とされていた教職を一気
にトップレベルの大学卒業者を惹きつける職業へと転換させることに成功した、というのであ






















































 TLT は、ハックニーの教育を担っていた 10 年間、そして今も、貧困家庭出身であろうがな
かろうが、生徒の経済的な環境が学校での成績を前もって決定づけるものではないことを証明
しようと努めてきた。これは私たちの道徳的目的の主要部分だ： 


























 子どもの貧困率が 41％である（英国=UK ではタワー・ハムレットに次いで 2 番目）4 ハック
ニーのような区では、道徳的目的は一層重要性を帯びる。剥奪、家庭崩壊、粗末な住宅は達成
への障壁にしてはならず、貧困は低い期待や低い成績の言い訳にならない。 
                                                            
4 ‘Hackney Child Poverty and Family Wellbeing Plan, 2015-2018’, London Borough of Hackney. ハック
ニー区の 41％という子どもの貧困率は住宅費を差し引いた後の可処分所得を基にしている。ロンドン・タ
ワー・ハムレット区では子どもの 49％が貧困状態で生活している。  
－ 6 － 












































 2013 年にイングランドの公費支給学校で働く 130 万人以上のうち、常勤の有資格教師は 45
万 1 千人だった。 
 私たちは OECD 諸国の中で最も多様化した教師の採用方法を持つ国の一つで、採用を最大化
するために他のどの制度よりも教職への入り口が多くある。 
 マッキンゼーが明らかにしたところによると 2006 年までにイングランドには教職に就く方




2013 年には 96％の教師が少なくとも何らかの学位資格を有している。 
 
 2013/14 年に登録された 3 万 3100 人の教育実習生のうち、4 分の 3 近く（74％）は第 2 級
上級学位を得ており、そのうち 16％は第 1 級優等学位を得ていた。 
 新しい制度として、「優秀」評価の学校が、他の学校の新任ベテラン双方の学校スタッフに質
の高い研修を提供するティーチング・スクール・モデルが作られている。現在（2015 年 9 月）、
イングランドには 549のティーチング・スクールがある。ハックニーではこの制度を地元のニー
ズに合うように運用し、教育水準向上を図るための中心的な役割を学校に置いて学校主導の自
                                                            
5 例えば、‘How the world’s best-performing school systems come out on top’, OECD, September 2007 を
参照。世界トップの成績を誇る教育制度についてマッキンゼー＆カンパニーによって実施された調査結果
が報告されている。 






























































 内ロンドン教育当局（ILEA）が廃止されてハックニー区が地方教育当局になった 1990 年か
ら、TLT がハックニー区の教育サービスの責任をもつようになる 2002 年までの間に、学校の
                                                            
6 A self-improving school system in international context, David H Hargreaves, National College for School 
Leadership, 2012. 
－ 10 － 
成績を改善するために行われた様々な介入策は概して効果のないものだった。 































－ 11 － 
対するコミュニティーの自信を再び打ち立てた。地方制度内で進めてきたこれらの改革は、先
程お話しした教育上の道徳的目的に依拠したものだ。 












 学習＆スタンダード・チームが何年もかけて磨き上げたこの SRAS 制度は、教授法のスキル、
しっかりとした教科の知識、経営能力、そして批判的な自己評価を重視したもので、ハックニー
の学校の授業スタッフの能力を向上させる土台となった。 
 TLT の 2008 年スタンダード改善戦略では、学校が自律的になってきていたのでそれを利用
するようにした。校長同士の戦略的ネットワークを通じて学校主導で改善ができるようにした。


















 TLT は、SRAS 制度で学校のパフォーマンスを評価し、認識された弱点の克服を支援し、生
徒のやる気を引き出させた。ハックニーの子どもや若者に提供する教育の質や幅を改善してき














































































は、学校全体に対する Ofsted 評価は、イングランドの初等学校の 84％が「良好」あるいは「優




によって「薄弱なリーダーシップ」と判定されたのは初等学校の 9％と中等学校の 7％だった。 
 この Ofsted の最新の報告書の中で、勅任主席査察官（HMCI）のマイケル・ウィルショー卿
（ハックニーのモスボーン・アカデミーの元校長）はいっそうの改善が必要な 11 の主要領域












































































































清田（南山大）： 教育大臣マイケル・ゴーブ（Michael Gove）が LEA の機能について述べて
いる ‘The local authority is the champion for standards for all pupils in all schools.’ は、LEA
の機能を再構築する意味か。 





























ウッド： ロンドン大学のインスティチュート・オブ・エデュケーション IOE と提携して、年















































ン教育当局があったが 1990 年に廃止され、教育に関する権限はロンドン内の 13 の地方当局
（LA=LEA 地方教育当局）に移された。13 の LA は今までに教育の運営の経験がなく、それ
ぞれの異なる対応をした。ハックニーは、教育運営に政治的な力の関与を許容した地域で、教
員組合の関与も強くなった。もともと弱かった行政機関はより悪くなり、政治家の介入によっ
て政策変更、決定、再変更など、不明確になっていった。13 の LA の中にはうまくやったとこ
ろもある。 
 ハックーの問題を解決する答えとして中央政府が決定したのが、LAからの権限剥奪だった。
もしも 1990 年に LA の担当者が有能で、もしも政治が教育に介入せずに教育水準に注目して
いれば、もしも教員組合と政治家が癒着しなかったら事態は悪化しなかったかと聞かれること
がある。答えは「はい」だ。貝ノ瀬先生が理事会の弱点を懸念するのは正しい。 
貝ノ瀬： 要するに、13 の LEA が権限を担うようになる中で、ハックニーが教員組や政治家
などの利害関係者の介入を招いた結果、理事会も十分な機能を果たせず、LEA を立て直すには
民の力を借りた方がいいということで TLT の力を求めたということですね。 
広瀬： 補足する。TLT 導入前の 10 年間に中央政府は色々改善を試み、貝ノ瀬先生がおっしゃ






































ランドでは校長に全国校長資格 National Professional Qualification for Headship (NPQH)を
作った。現職、新任の校長はこの資格を持たなければならない。でも、これは十分ではない。
ハックニーについて言うと TLT は全く違うやりかたを採った。通常は、公募に応募した校長
が審査を通過すれば 45 分から１時間の面接で採用が決まるが、それではだめだと思う。TLT
の方法は、応募書類に、その人自身があらかじめその学校を観察して問題点を見出し、それに
対する独自の改革構想を書いている場合に、面接を実施する。面接の要素は 3 つで、最も大事
なのは、彼らが授業や集会などこなせて、したがって何が問題か見極められることを示すとい
うことだ。また、彼らが子供たちに話すのをみて、どのように対応するかも観察した。最後は、
学校の理事会とラーニング・トラストの代表の人たちとの正式な面接だ。私は校長の資格制度
に問題があるといったが、今イングランドでは実践するための資格に関する議論がある。私は、
教員になるために資格が絶対に必要だとは思わないが校長になるためには全国的に査定された
資格が必要だと思っている。校長資格は全国的な基準で３年に一回くらい更新されるべきだ（貝
ノ瀬同意）。 
質問者： 校長になることを想定するコース作成など学部の教職の課程の中に入れることは考
えられたことはあるか。 
貝ノ瀬： 今まではなかった。日本は一定の教職経験を重ねた人が管理職になるという考えが
強いので５年なり、10 年なりの経験をした人が学び直しで大学院に入る形をとっている。実務
経験はもっと短くても良い。東京だと 50 代にならないと校長になれないが、なるとすぐ定年
（60 歳）になってしまう。早い段階で（教員ではなく）マネジメントに適している人がリーダー
になる選択肢があった方がいい。ただ、学部の段階という議論はなっていない。 
ウッド： 人物の見極めが大変重要になる。イングランドではいくつかの方法を試しているが、
小さいけれど良い制度がティーチ・ファースト制度だ。これは国内の最も優秀な学部卒業生を
ターゲットとしていて、採用されるとコースに配置され、そこには 45 人の専門家が参加して
いるが、コースを修了した後は、2 年の授業担当期間を経た後で学校の上級職に応募を開始す
ることが期待され、5 年以内には統合校長になるものも出てくるというものだ。なかなか面白
いことが起こっている。 
 
 
